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要旨

現代日本では都市化や過疎化が進行し、多くの地域に共通した一連の問題群を引き起こ

している。こうした問題の中から、 1)過疎地域における地域資源を活用した産業振興に

よる地域活性化、 2)マンションの建替え問題、 3)買い物弱者問題、以上 3点についての

解決策を経済学の視点から考察することが目的である。

1章では、戦後日本経済の発展の流れを概観し、本稿の位置づけを行う。

2章では、過疎地域の沖縄県竹富町をモデルに、産業振興による地域活性化について考

察した。まず、平成 23年 (2011年）沖縄県産業連関表公表用基本分類取引基本表（行

401 X列343)などの統計データを利用し、 2011年竹富町産業連関表 17部門表を推計後、

スカイライン分析を行った。この結果、農業、建設、対個人サービスが主要産業であるこ

と、全体的に移輸入率が高いこともわかった。次に中間投入率、中間需要率、影響力係数

と感応度係数、町外流出率と経済波及効果倍率の分析を行った。この結果、町内産業の連

関が弱いことから町外への流出が多く、大きな経済波及効果が得られない経済構造であっ

た。最後に、竹富町の現状について分析結果より考察を行い、中村良平 (2014)の疲弊す

る地方経済の特徴に該当した。また、産業振興策である 6次産業化については、農業→飲

食料品→商業を連関させるとの結論を得た。

3章では、老朽化マンション再生時に実施される建替え決議に焦点を絞り、補償金の有

無が区分所有者の選択に与える影響について、社会選択理論の視点から分析し考察を行っ

た。現在の決議要件をモデル化し、同時手番ゲームで分析した。この結果、マンション建

替え決議に影響を与えるのは、区分所有者の建替え後の予想価値、建設コスト、区分所有

者の現在価値であり、ある一定の条件の下ではあるが、補償金は多数決による建替え決議

の可否には影響を与えないことがわかった。この結果は山崎・瀬下・定之 (2013)と対照

的であるが、補償金の負担など両者のモデルの仮定や投票ゲームの均衡概念等に違いが両

者にあるためと考えられる。

4章では、自主的に住民が協力し出資することによってモールを建設する場合、どのよ

うな条件で住民が提携を形成するかについて、ゲーム理論の視点から考察した。このモデ

ルについては、直線上に住民が居住するとし、住民の移動費用とモール 1箇所あたりの

建設費用との和をとり、その平均費用が住民の提携行動により変化すると設定した。そし

て、これを最小化するように住民が提携を作るとして分析した結果、均衡時には条件に

よって 1つ、もしくは複数の提携が作られることを示した。この結果から、人口密度が高

い都市部では効率的な提携を形成するが、過疎部では提携に入れず余りとなる住民が多く

なり、かつ、提携の選択肢が少ないために意見が弱くなることが考えられる。この条件を

改善するためモデルを円周にすると、直線の両端部で提携の選択肢が増え、より公平な提

携を形成する均衡条件となることが推測される。

5章では、結論ならびに今後の課題と筆者の所感を述べる。
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第 1章

序論

本稿は現代日本の都市と地域が抱える 3つの問題、過疎地域での産業振興による地域活

性化、マンション建替え問題、買い物弱者問題（モールの立地問題）についての理論・実

証分析を試みる。そこで本章では戦後日本経済の発展の流れ＊1を概観し、これらの問題の

位置づけを行いたい。

第2次大戦後に荒廃した日本では、復興を進めるために経済の民主化を推進した。そし

て、 1950年の朝鮮戦争を機会に日本経済は大きく成長し、現在のような製造業を主要産

業とする第 2次産業中心型の産業形態が定着した。このような経済成長に伴い、地方か

ら都市への人口移動も増加した。これは都市で産業の集積が進む中、その労働力不足を補

うため、地方から都市への人口移動が進んだからである。特に、団塊の世代が就業年齢に

達した 1970年代前半は、高度成長期と重なったこともあり、多くの若年層が進学や就職

を機会に都市へと移動した。この時期の移動は現状を改善するためであり、地域間の格差

が引き起こした人口移動であると推測する。そして、都会へと移動した者が家庭を持つこ

とによって核家族化が進み、世帯数が増加したために都市での住宅需要が増加した。これ

に対応するため、鉄道網や道路の整備が進み、かつ、自家用車が普及したこともあって、

地価の安い郊外でも住宅開発が進んだ。＊2このような地方から都市への若い世代の人口移

動に伴って、人口集中が進んだ都市では高層化による高密度な土地利用と地価の高騰を引

き起こした。＊3その一方で、人口流出が極端に進んだ地方では、生活の維持すら困難とな

る過疎地域が現れ、その地域資源を活用することが難しくなった。これと時期を同じくし

て、自家用車に依存する生活も定着したことにより、多くの地域で公共交通機関が次第に

衰退していった。＊4こうした状況に加え、少子高齢化が進行したことにより、本稿で取り

上げた 1)過疎地域における地域資源を活用した産業振興による地域活性化、 2)マンショ

ン建替え問題、 3)買い物弱者問題が表面化した。

*l詳細については中村隆英 (2008)を参照。

*2郊外化については Henderson(1996)が理論分析し、サブセンター開発費用の下落と集積の経済が拡大の

要因であると報告している。

*3日本における都市部での住宅需要の増加と地価の高騰に関しては、藻谷 (2010)及び清水 (2015)が詳し

い。

*4公共交通機関の衰退に関しては宇都宮 (2015)pp15-24を参照。
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ここで、これらを取り上げた理由について述べる。図 1.1は2040年における日本の人

口ピラミッド＊5である。この図より、 2040年の年少人口率＊6しま 9%、 65歳以上の高齢者

率は 39％になるとされ、現在より人口も約半減すると予測されている。こうした少子高

齢化が日本経済へ与えた影響については、藻谷 (2010)が参考になる。この中で、特に定

年退職を迎えた団塊の世代の影響が大きく、彼らの所得滅少に伴い国内需要も大きく減少

し、これがデフレの原因となったことを実証分析により指摘した。したがって、更なる少

子高齢化の進行により、生産力が低下すると予測され、本稿が取り上げた問題も深刻化す

ると筆者は考えた。よって、これらの問題に対し、経済学の視点から解決策を考察した。

2040年日本の人ロピラミッド

□男 □女

知黛以上

95~89ば

即 ～84武

75~ 99は

人口 55,692,667人

高齢者率 39%

年少人口率 9%

70~94盆

65~69歳

的～“武

55~59裟

50~54歳

; 45~49公

切 ～4a式

35~39丑

30’-39況

25~29え

20~29盆

l5~19黛

90~14広

5~9公

0~4盆

人 出所国立社会保陣・人口問U研究所日本の地域別将来推計人口よリ攣者作成

図 1.1 2040年 日本の人ロピラミッド

以下では、本稿の構成について紹介する。 2章では、増田 (2014)で2040年に消滅す

る自治体とされ、かつ、日本最南端の過疎地域である沖縄県竹富町をモデルに、 2011年

産業連関表を推計することによって地域経済構造を分析し、その地域資源を活用した産業

振興について考察した。 3章では、マンション建替え決議について、社会的選択理論の視

点から考察した。 4章では、買い物弱者問題について、ゲーム理論の視点から考察した。 5

章では、結論ならびに今後の課題と筆者の所感を述べる。

*5国立社会保障・人口問題研究所が平成 25年に公表した日本の地域別将来推計人口より作成c

*6 15歳未満人口率
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第 2章

竹富町産業連関表の作成と産業振興

による地域活性化

2.1 はじめに

2.1.1 竹富町の現状について

竹富町践光入域者数の推移 (1975-2016年）
2013年石垣新空港開港

2008年リーマンショック 119邸 99

2003年イラク戟争•SARS発生·NHKドラマ
「ちゅらさん」放映

2000年沖縄サミット開催

2011年東日本大震災

人一

1997年アジア通貨危機 2001年同時多発テロ

バブル崩壊

1979年第9次オイルショック

997S 9979 19?7 1978 1979 1980 1981 l992 l983 1984 i985 1986 9987 1989 9989 1990 1991 1か321993 1が 19951函 西71的 81函 2OOO2001 2002 2003'“日 2OOS2009 2007 2008 2a乃 20102011 2012 2013 2ul4 2015 2019 

西Ill 出所：竹富町観光入域者数より筆者作成

図 2.1 竹富町観光客数の推移

沖縄本島から南西へ約 450km離れた東シナ海上にある沖縄県竹富町は、亜熱帯気候

に属する日本最南端の町である。竹富町のホームページによると、エメラルドグリーンの
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海に囲まれた竹富島や西表島といった主な 6つの島々に、 4,230人 (2017年4月現在）＊1が

居住し、サトウキビ、マンゴーやパイナップルなどの亜熱帯特有の果実、稲作、肉用牛の

生産などの農業、車工ビや黒貞珠の養殖を始めとする水産業、観光業などのサービス産業

に従事して生計を立てている。これらの島々へのアクセスは、石垣港を中心に航路で結ば

れているが、各島間を相互に連絡する便が少ない＊2ため、旅客や物資輸送の拠点となる町

外の石垣市に町役場＊3が設猶されている。したがって、観光客にとって石垣空港が町への

玄関口であり、 2013年に新空港が開港し運行便数が増加したこともあって、 2015年には

1,153,592人＊4が訪れている。図 2.1は 1975年から 2015年までの観光客数の推移を示し

たものである。これによると観光客数は増加し続けており、この町の観光資源は、国の内

外を問わず多くの観光客を魅了してやまないことがわかる。

竹富町人ロピラミッド(2016年3月末）

0男 口女

1OO以上

人口4161人

高齢者率22%

年少人口率17%

平均年齢44.0歳

55-59 1 1.,. 
i 50~sa 

人

SO lOO 950 

出所・平成28年竹宮町年齢別人ロ一覧表より筆者作成

図 2.2 竹富町人ロピラミッド (2016年3月末）

このため神末・加藤 (2016)の報告に、八重山地域への観光客数と消費額が伸びてい

るとあることから、観光業での地域活性化が見込まれている。しかし、藤本 (2015)は、

離島経済の特徴をケインズ型地域所得決定モデルを構築して分析し、離島地域間の所得変

バ竹富町ホームページ： http://www.town. taketomi.lg.jp／より c 以下では、竹富町 HPとする。

*2平成 27年八重山要覧 pp61-62参照。

*3竹富町 HPによると、 2015年 11月に竹富町役場の位置についての意思を問う住民投票が実施され、町内

の西表島へ庁舎移転が予定されている。尚、鹿児島県十島村と三島村も村外の鹿児島市に村役場がある。

*4竹富町 HPより。ダイビングなどチャーター船での観光客を除いているため、実際は統計上の人数より多

いものと推測される。
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竹富町人ロピラミッド(2005年3月末）

0男 D女

900以上

95~99 
人口4036人

”-94 高齢者率23%
B5~E9 年少人口率16%

80~B4 平均年齢43.0歳

?S~?9 1OO 

70~74 

65~69 

60~64 99 

ss-•59 ＇ 
; 50~” 

45~49 186 

..~≪ 134 

35~ 39 132 

珀 ～34, 160 
I 

25~29 142 

20~24 99 

15~19 

10~14 1し1

s~9 105 

o~, 

2印 1” 100 50 
人゚

l●7 

90 100 150 2OO 

出所平成17年竹冨町年齢別人ロ一覧表より筆者作成

図 2.3 竹富町人ロピラミッド (2005年 3月末）

竹宮町の人口移勁 2005-2010年

324 

ぅ00

石垣市へ転出超遇

2” 

2OO 

人
l5 

;o 

本土の大彗巾1111から転入超遇
83 

54 5355 so 

i K Il li ili 91 7i 31 0i ii ii ii ii i。lii ii n 、;;~~ :ヽi、し゚；
石

t : g 大

>
名

屈
千 北 § 

市i 
界 広 塁

沖

! i 
” 沿垣 日 U] i ：： ほ 砕 閤

’’’ 閑
,,』 ¢ 9 1 9 ,1 9 兵

自；台f木名

出所 2010年国勢鯛査より筆言作成
・釘、入ぷ ・•;、出 、石

図 2.4 2005-2010年竹富町人口移動
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動原因は中央政府支出であり、地域内所得の 42~45％を説明していると報告した。そし

て、離島経済が自立しているとなれば移出基盤産業は農業と観光であり、地域間所得変動

の原因は農業ではなく観光であるが、観光による所得の少なくない部分が地域外へ漏出し

ているとも述べている。また屋嘉 (2016)*5も、アジア諸国の海外旅行客を取り込もうとい

うとき、円安という変動しやすい要因に依存するだけでは安定した需要を期待できないと

した。これらの点から、この町も町外へ所得が漏出する構造であることが考えられ、観光

投資による地域活性化は困難であるかもしれない。さらに佐藤 (2008)の報告では、観光

業での雇用が増加したとしても、本土出身者が多く雇用され、地元の若年層は高等教育の

機会や雇用の機会を求めて、沖縄本島や本土へ流出しているとある。これは竹富町に高等

学校が設置されておらず、中学校卒業後は石垣市、沖縄本島、本土の高等学校へ進学しな

ければならないことも影響しているだろう。故に、図 2.2の2016年人ロピラミッドでは、

15~20歳人口が非常に少ない特徴が表れている。そして、固 2.3の2005年人ロピラミッ

ドと比較すると、この特徴に変化は無く、かつ、少子高齢化も進んでいないことが確認で

きる。これを竹富町 HPにある人口動態表から計算すると、 2016年の 65歳以上人口比率

は22%、平均年齢は 44.0歳、 2005年の 65歳以上人口比率は 23%、平均年齢は 43歳と

なり、人口は 2005年より 125人増加している。また、「広報たけとみちょう平成 28年

4月号」 (2016)*6によれば、人口は社会的増減による影響が大きく、近年は毎年 500人ほ

どが転入し、同程度の人数が転出するとあり、定住化を課題としている。ここで国土交通

省 (2012)「離島の現状について」によると、平成 22年度の全国の離島における高齢者比

率が 33.5％とある。このように、高齢化が進み人口も減少している離島地域が多い中で、

平均年齢が若く人口増加している稀なケースである。実際に、図 2.4は2010年国勢調査

の市町村間の過去 5年における移動先を確認し、上位 20位の自治体名を挙げたものであ

る。図 2.4より、 2005年から 2010年にかけての竹富町からの転出者は 971人、転入者は

908人であり、そのうちの約 3分の 1が石垣市に転出している。さらに、沖縄本島への転

出、東京や大阪などの主要大都市圏からの転入も多い。したがって、観光関連産業への投

資が活発化したため、本土の大都市圏から竹富町へ転入したものの、後に石垣市へ転出し

たと考えられる。よって、定住者が増えない理由の 1つに雇用の確保が考えられ、その対

策が求められる。

2.1.2 課題の設定について

ところで、町内での観光消費を増加させるためには、より多くの観光客に宿泊しても

らうことが必要である。しかし、図 2.5で見られるように、平成 27年沖縄県宿泊施設実

態調査によると、 2015年竹富町の宿泊施設軒数は 153軒、収容人数は 4504人とある。こ

れを 2006年と比較すると、軒数は増加しているものの収容人数は減少し、そのうち民宿

*5屋嘉 (2016)pl34

*6「広報たけとみちょう」 No.410



10 

竹宮町宿注施設函干数と収容人数の推移

4698 
^ 130 

盃 ／
96 

___,..-o 
_/ '" 

4504 

人

匹＇
年

1-Iい

港開港空垣石新

5|
ぃ

'"'''-' 
一,, ・u • I ●-: ~ 

固2.5 宿泊施設軒数と収容人数の推移

2015年沖縄し円宿泊沌設軒数と収容人数

-c, 9 ¥' 

; ;9,:・-

・ 9.‘’‘’ 

人

9,,.，2 

9, .~ ~{ ‘̀  

竹富町

71|

し

I'• 

l i'・ 軒

出所沖縄県宿泊施設実態調査より奎者作成

J ・, J 

,,、 J

軒

g-- 26 

感
一5
巾

3
i
馴
H

石
坦
小

宮
十
＂
屈
中

名
ふ
巾

小
沈
町

竹
ぶ
町

北
谷
町

ふ
行
い

久
ネ
は
RJ

-B1
 

4
 

ー"a
 

庄
E
ぃ＂
巾ロ，

，
 

協

う
も
竺
m
ル

一 I-:; ー 9g^•,' 

糸
温
巾

lX”ft巾

沖
閻
巾

注
＿稔
奴
"

今
仰
仁
村

N
珀
H

凶

出｛巾

3
 

翌
児
収
巾

“

与
靡
日
町

出所沖縄喪宿泊箆設実喧コ査より筆者作成

図2.6 2015年 沖縄県宿泊施設軒数と収容人数



が79軒、収容人数が 1257人と小規模な宿泊施設が多い特徴がある。さらに、図 2.6で確

認すると、竹富町への交通拠点となる石垣市の宿泊施設収容人数は、県内 3位の 9999人

である。そこで平成 27年度観光統計実態調査によると、実際に観光客が宿泊した島では

「石垣島」(89.8%）が最も多く、 「西表島」 (10.9%）、 「小浜島」 (10.3%）と続き、「竹富

島」は 5.7％と少ない。また宿泊施設では、 「リゾートホテル」が最も多く 58.0％であ

り、 「ビジネスホテル」が 25.8%、「ペンション ・民宿」が 13.8%と報告している。この

ような点を神末 ・加藤 (2016)は、八重山地域のリゾートホテルと宿泊特化型ホテルの稼

働率は、新空港開港前と比べて 20％以上大きく伸ばしていると述べ、屋嘉 (2016)*7も民

宿等は、国際水準の規制がされているとは言い難いと述べている。故に、石垣市の宿泊施

設を拠点とした日帰り観光客が多く、 竹富町内での観光消費は少ないと考えられる。よっ

て、この町への観光投資が、大きな経済波及効果を与えるのか疑問である。
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図2.7 2007年 1人あたり所得と小売販売額の関係：沖縄県の主な市町村

こうした地域の経済的な特徴を分析するため、 Wang(2012)は2005年八重山地域産

業連関表を推計し、Wang(2013)で石垣島を中心とする内向型経済であり、農業とサービ

ス業が主要産業と報告している。この報告より、離島地域であるが故に、あらゆることに

関して移輸入に依存せざるを得ないことがわかる。また中村良平 (2014)によると、（1)消

費性向は高いが地域内であまり消費活動がされない (2)公共事業で関連産業への波及効

果を期待したが地元経済に恩恵がない (3)生産需要があっても地域の所得や雇用が思う

•7 屋嘉 (2016)pp132-135
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ように増えない、以上の 3点を疲弊する地方経済の特徴として挙げている。まず（1)を確

認するため、図 2.7を作成した。この図は沖縄県の主な市町村について、横軸に 1人あた

り市町村民所得、縦軸に 1人あたり小売販売額をとったものである。そして図 2.7にある

直線は所得に対する販売額の回帰線であり、この線より上方にある市町村は、 1人あたり

市町村民所得以上の 1人あたり 小売販売額がある。故に、この回帰線より上方にある市

町村は消費が流入し、下方にある市町村は消費が流出していると考えられ、図 2.7におい

て竹富町は下方に属している。この原因は中村良平 (2014)によると、人口規模の小ささ、

需要の多様性を賄うことが出来ないからだとある。さらに、大塚 (2011)も高速船の手荷

物として、石垣市で購入した大量の食料が運ばれていると報告している。よって、この

町は消費が流出する構造と考え られる。次に (2)であるが、総務省国勢調査より竹富町の

2005年、 2010年の就業者数を纏めたものが図 2.8である。これによると、 2010年の建設

就業者数が 75人とあり、 2005年 130人の半数近くまで大き く減少している。そして、大

塚 (2011)が西表島東部地区の売店では、飲料需要が一時的に来島する建設工事関係者に

由来しているとの報告がある。したがって、建設就業者の町内消費が減少、もしくは町外

からの建設就業者が増加するため所得が流出し、公共事業が地域へ与える影響は少ないの

かもしれない。最後に (3)であるが、この原因を中村良平 (2014)は、地域に供給資源が

ないこと、地域に供給資源はあるが供給企業がいないこと、地域に供給企業はあるが技術

や納期などに問題があること、以上の 3点を挙げている。これらに、竹富町が外海離島で

構成されることから、 全てに該当していると考えられる。なぜなら、図 2.8より製造業や



鉱業の就業者数が少なく、かつ、 Wang(2013)より原材料の調達を町外に依存していると

考えられるからである。故に、中村良平 (2014)の挙げた特徴に竹富町の経済状況が該当

し、町外への流出が多いため、町内産業が互いに生産を誘発しない構造にあることが推測

される。しかし、竹富町の産業連関表は公表されておらず、これらを確認することは困難

である。

よって、これらを確かめるため、本稿は 2011年竹富町産業連関表を統計資料から推計

した後、その経済構造について分析を行った。これを基にして、この町が中村良平 (2014)

の疲弊する地方経済の特徴に該当するのか考察した。さらに、産業振興による地域活性化

についても考察を行った。以下では、本稿の構成を紹介する。 2節では、 2011年竹富町産

業連関表の推計方法について述べ、 3節では、推計した産業連関表を利用し、この町の経

済構造について分析した。これらの結果を用いて、 4節では中村良平 (2014)の挙げた特

徴に該当しているか考察した後、地域資源を活用した産業振興についても考察を行った。

2.2 2011年竹富町産業連関表の推計

2.2.1 2011年沖縄県 176部門表の推計について

本稿は、竹富町の経済構造を明らかにするため、 2011年竹富町産業連関表の推計を

行った。市町村レベルの産業連関表の推計については、本田・中澤 (2000)、大久保・石塚

(2009)、長谷川・安高 (2009)、小長谷•前川 (2012)、入谷 (2012) 、 Wang(2012)、藤本・

内藤 (2013)の報告がある。しかし、その対象となる市町村の地域的な特徴により、最終

需要項目、移輸出、移輸入について推計方法は異なる。本稿は、主に小長谷•前川 (2012)

を参考にして、 2011年沖縄県産業連関表から部門ごとに按分する方法で推計した。そし

て、これらの基本となる沖縄県産業連関表については、沖縄県が公表している平成 23年

(2011年）沖縄県産業連関表 公表用基本分類取引基本表（行 401X列343)を部門統合す

ることによって、 2011年沖縄県産業連関表 176部門表（行 176X列 176)*8を作成した。

この県 176部門表を 17部門＊9に統合したものが、表 2.1の2011年沖縄県産業連関表 17

部門表である。次に、県 176部門表の生産額を町単位へ按分し、産業部門別の町内生産

額＊10の推計を行った。さらに県 176部門表から、投入係数、産業別の生産額構成比、最

終需要の産業別構成比、移輸入の産業別構成比、移輸出の産業別構成比を算出し、これら

を竹富町産業連関表の推計に使用した。

*8以下、県 176部門表と記す。

*9付録に表 2.5、表 2.6に部門統合表を掲載。

•10 以下では、 CT（コントロールトータル）と記す。
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2.2.2 竹富町産業連関表の推計について

小長谷•前川 (2012) では、平成 18 年の事業所・企業統計の産業別従業員数を比例按分

して、 2005年の尼崎市産業連関表を推計している。この理由については、地理的あるいは

歴史的に見て近い関係にある市町村と当該都道府県の投入構造は同じであること、 1年で

市町村シェアは大きく変化しないことより、このデータを利用したと述べている。故に、

平成 24 年経済センサスの産業別従業員数を利用し、小長谷•前川 (2012) の手法で 2011

年竹富町産業連関表を推計した。＊11ところが、竹富町では人口規模が小さいため、データ

が秘匿されている、過小もしくは過大評価になるケースがあるなど、この手法では推計が

困難な場合がある。以下に挙げる部門では、この手法と異なる方法で推計した。

•穀類・いも・豆類、野菜、果実、その他の食用作物、非食用作物、畜産：

第40次、第41次沖縄農林水産統計年報「農業産出額と生産農業所得」の県変化率

を、平成 23年八重山要覧「離島市町村別農業粗生産額」を乗じて CTを推計した。

•林業：第 41 次沖縄農林水産統計年報より、現況森林面積 CT を推計した。

•海面漁業、内水面漁業：第 41 次沖縄農林水産統計年報より、魚種別漁獲量、養殖

魚種別収穫量 CTを推計した。

•住宅賃貸料（帰属家賃）：平成 23 年沖縄統計年鑑より持ち家比率 CT を推計した。

•医療、保健衛生、社会保険・社会福祉：平成 23 年沖縄統計年鑑より、人口比率 CT

を推計した。

• CTの補正は、平成 26年沖縄県統計年鑑より、経済活動別市町村内純生産を利用

した。

•対家計民間非営利団体消費支出の学校教育：私学の学校数や学生数で按分すること

が望ましいが、竹富町には私立学校は設置されていない。しかし、公立学校が伝統

文化継承など地域社会活動の中心となっているため、沖縄統計年鑑、八重山要覧よ

り教職員比率を利用して按分した。

〇移輸出・移輸入の推計＊12

移輸出額・移輸入の推計に関しては、竹富町の地域間交易についてのデータが得られな

かったため、 Wang(2012)を参考にノンサーベイ・アプローチで以下の通りに推計した。

1.町内 CT―町内需要合計＝町内各産業の純移輸出額を求めた。

2.移輸出産業については、沖縄県も離島で構成されることから、ほぼ同様と考えられ

*11 詳細は小長谷•前川 (2012)pp131-140 を参照。

*12詳細は Wang(2012)pp36-39を参照。
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る。よって、県 176部門表の移輸出率（県各産業の移輸出額／県各産業の生産額）に

町内 CTを乗じて、移輸出額の初期推計値を算出した。

3.移輸入は、 1．で求めた純移輸出額ー 2．で算出した移輸出額＝各産業の移輸入額を

算出し、初期推計値とした。

4.バランス調整は、基本的に移輸入項目のみで行った。ところが Wang(2012)の報告

にもあるとおり、想定以上に移輸出入が存在しないため、移輸入だけでは調整困難

な部門が存在した。こうした部門については、移輸出と最終需要部門で調整した。

5. 小長谷•前川 (2012) を参考に産業の性質により、原材料が必要であるため移輸入

はカウントし、移輸出をカウントしない部門を設定した。以下に挙げる部門につい

ては、移輸入と最終需要部門で調整した。学校教育、船修理、公共事業、その他の

土木建設、不動産仲介及び賃貸、住宅賃貸料、住宅賃貸料（帰属家賃）、放送、公

務、医療、自動車整備業。

このように 2011年竹富町産業連関表 176部門表を作成し、次に 17部門へ統合したも

のが、表 2.2の2011年竹富町産業連関表 17部門表である。
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2.3 分析

2011年竹富町、沖縄県の生産額から見た特化係数
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出所： 2011年沖縄県｀竹富町産業連関表より筆者作成

図2.9 2011年竹富町、沖縄県の生産額から見た特化係数

まず表 2.1、表 2.2より生産額を用いて、各産業の構成比を全国と比較した特化係数＊13を

確認する。このため、総務省 2011年産業連関表を 17部門へ統合し、各産業の構成比を

とった。これと沖縄県、竹富町の各産業の構成比より算出したものが、図 2.9の特化係数

である。図2.9より竹富町は、農業、水産業、建設業、対個人サービスの特化係数が大き

い。ところが、これだけでは町内で各産業のしめる割合を見ることは困難である。この点

を明確にするため、スカイライン分析を行う。

2.3.1 スカイライン分析

以下では、竹富町の移輸出率、移輸入率、そして自給率の算出方法を記し、これらを図

示したスカイライン図について説明する。＊14I：単位行列、 A：投入係数行列、 F:当該地域

最終需要行列、 E：移輸出行列、 M:移輸人行列とする。そして、当該地域における各産業

の最終需要や移輸出入に必要な生産額を、以下のように定義する。

*13特化係数＝県・町の各産業の構成比十国の各産業の構成比。各産業の構成比は生産額にしめる各産業の生

産額の割合。

*14詳細は環太平洋産業連関学会編 (2010)pp41-44を参照。

0 00 

0 92 
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当該地域最終需要を全て地域内で生産するときに必要な地域内生産額を、

ai = (I -A)―lpi 

移輸出を生産するために必要な地域内生産額を

(3i = (I-A)―1且

もし移輸入を地域内で生産するならば、このとき必要な地域内生産額を

Yi= (I-A戸Mi

とする。こうして、当該地域における各産業の自給率ふは以下のように定義される。

(3 i y i 
ふ＝ 100x (1+ _----） 

ai ai 

/3 i 移輸出率＝ー： 移輸入率＝Li
ai ai 

自給率 Sは地域内の最終需要を、全て地域内で自給自足すると想定したときに必要な地

域内生産額を 100％と設定する。これに移輸出によって増加する割合である移輸出率に

加え、移輸入によって地域内の生産が代替・縮小する割合である移輸入率を引いたもので

ある。

以上のような状況を図示したものがスカイライン図表である。この図は横軸に生産構

成比をとり、縦軸には移輸出率、移輸入率、自給率が表示される。縦軸の最上位は ai;を

100％としたときに、移輸出によって生産が誘発追加される割合である移輸出率を加えた

値を表している。しかし、移輸入によって地域内の生産が誘発漏出される割合である移輸

出率を、最上位の値から引いた値を自給自足水準、すなわち自給率として表している。以

下のスカイライン図内では、 100％から最上位までを移輸出率、最上位から太線部分まで

を移輸入率、太線部分が自給率である。スカイライン図の描画については、宇多 (2011)

のプログラムを利用している。以下、図 2.10に沖縄県のスカイライン図、図 2.11に竹富

町のスカイライン図、表2.3に結果を掲載した。

まず沖縄県全体の特徴を知るため、沖縄県のスカイライン分析を行った。その結果、図

2.10より第 3次産業が全体にしめる割合が約 80％弱と、非常に大きいことが特徴であ

る。この中でも、運輸業と対個人サービスの全体にしめる割合が約 20％と大きく、観光

に関わる産業が主要となっていることを示している。ところが、これら以外の第 3次産業

の自給率は 100％を下回っている。こうした中で、運輸の自給率は 147％と高く、沖縄

県は離島で構成されることから、運輸の発達した状況が図 2.10に表れている。次に、第

2次産業の建設業が全体にしめる割合が約 10％と大きく、かつ、自給率も 98％であるこ

19 



とから、県内では重要な産業である。一方、製造業に関しては非常に乏しい状況が表れて

おり、県内に製造業が定着していないことは明らかである。最後に、第 1次産業では、水

産業の自給率が高いものの、この全体にしめる割合が非常に小さい。また、農業の自給率

が 100％を下回っており、沖縄県の農業は移輸入に依存していることがわかる。

図2.11より竹富町は、沖縄県よりスカイライン図の凹凸が激しく、農業、建設、対

個人サービスの全体にしめる割合が大きいことが特徴である。この凹凸が激しい理由とし

てWang(2013)には、地域経済が需要規模や資源賦存状況などによって、全ての産業部

門が均ーした生産能力を持っていないためとある。したがって、竹富町は外海離島で構成

されるため、こうした結果になると考えられる。そして、沖縄県と同じく第 3次産業が全

体にしめる割合が大きいものの、その割合は約 60％近くと沖縄県より小さい。特に、対

個人サービスの全体にしめる割合は約 35％と大きく、その自給率も 656％と非常に高い

ため、対個人サービス業が主要産業である。また沖縄県より商業の移輸入率が高く、大塚

(2011)の報告にもあるとおり、石垣市から商品を移入していることが表れている。次に

第2次産業へ目を向けると、建設業の全体にしめる割合が約 25％と大きいため、沖縄県

より公共事業の影響を大きく受けることがわかる。特に、飲食料品の自給率は沖縄県より

高く、製糖業や酒造業の生産力の高さが表れている。しかし、その移輸入率が高いことか

ら、原材料を町外へ依存しているものと考えられる。最後に第 1次産業であるが、水産業

の自給率が 1708％と非常に高いものの、その全体にしめる割合は非常に小さい点は沖縄

県と同様である。一方で農業の自給率も 300％と非常に高く、その全体にしめる割合は

10％強と大きい点は生産力が高さが表れている。以上より、竹富町に大きな影響を与え

ると考えられる産業は、農業、建設業、対個人サービスであることがわかった。さらに、

この点に関しては詳細な分析が必要であるため、中間投入、中間需要から分析を進める。
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図2.10 2011年沖縄県スカイライン図
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部門
2011年竹冨町 2011年沖績具

認輸出率 移輸入率 自給率 認諭出率 移輸入率 自給率
幽：遅 580% 380% 300% 51% 91% 60% 
汰造 207% 278% 29% 16% 94% 22% 

水産業 1961% 352% 1708% 187% 119% 168% 

鉱業 69% 169% 0% 25% 124% 1% 

飲食料品 252% 272% 80% 31% 68% 63% 

その他の製造業 57% 152% 5% 25% 99% 26% 
碑謁 16% 29% 87% 1% 3% 98% 

電カ・ガス・水道・廃棄物 113% 197% 16% 23% 43% 80% 

商業 60% 135% 26% 24% 41% 83% 

金融・保険 69% 165% 4% 14% 38% 76% 

不動産 17% 47% 70% 5% 5% 100% 

運輸 238% 190% 148% 118% 71 % 147% 

情報通信 41% 138% 2% 16% 44% 72% 

公務 0% 4% 96% 1% 1% 99% 

対個人サービス 629% 72% 656% 54% 20% 134% 

その他のサービス 73% 123% 50% 13% 29% 84% 

分類不明 81% 181% 0% 32% 63% 68% 

全体 103% 126% 77% 23% 52% 71% 

出所： 2011年沖縄県産業連関表、竹富町産業連関表より筆者作成

表 2.3 2011年沖縄県と竹富町の移輸出率、移輸入率、自給率

2.3.2 中間投入、中間需要からの分析

図 2.12は竹富町、縦軸に中間投入率、横軸に中間需要率をとって図示したものである。

中間投入率とは、各産業の生産活動に必要な原材料などの購入費用をその産業の町内生産

額で除した割合であり、中間需要率とは、ある産業の生産物が他の産業の生産活動の原

材料として販売されたものを、その産業の需要額合計で除した割合である。これらの 50

％のところで 4象限に分割して、各々の象限の特性によって各産業の相互関係を分類す

る。尚、表 2.4に中間投入率、中間需要率は掲載している。

(A)中間財的産業

中間投入率と中間需要率ともに 50％以上の産業である。他産業から原料を購入して生産

した財を、原料として供給する産業であり、地域内で相互に依存する関係である。

〇林業、その他の製造業、電カ・ガス・水道・廃棄物
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2011年竹冨町産業相互の依存関係

10似
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B)最終需要的産業
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中闇需要率 出所：竹宮町産業連関表より筆者作成

図 2.12 2011年竹富町産業相互の依存関係

(B)最終需要的産業

中間投入率が 50％以上、中間需要率が 50％未満の産業である。他産業から原料を購入す

る割合が高く 、生産した財を他産業へ原料を供給する割合が低い産業である。

〇農業、飲食料品、商業、建設、対個人サービス

(C)中間財的基礎産業

中間投入率が 50％未満、中間需要率が 50％以上の産業である。他産業から原料を購入す

る割合が低く、生産した財を他産業へ原料を供給する割合が高い産業である。

〇鉱業、金融・ 保険、分類不明

(D)最終需要的基礎産業

中間投入率と中間需要率ともに 50％未満の産業である。他産業から原料を購入する割合

が低く、生産した財を他産業へ原料を供給する割合も低い産業である。

〇水産業、不動産、運輸、公務、情報通信、その他のサービス
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中間投入率が高い産業は原材料を多く必要とし、中間需要率が高い産業は中間財生産

を行う産業である。地域活性化を考えるならば、原材料を多く必要とする中間投入率の高

い産業が、他産業の生産を誘発する可能性は高い。 • 15 故に、 (A) 中間財的産業、（B) 最終

需要的産業に属する産業であるが、表 2.4より中間投入率が 50％を超える産業は、林業、

飲食料品、農業、建設、電カ・ガス ・水道・廃棄物、その他の製造業、商業、対個人サービ

スである。ここで表 2.3より移輸入率を確認すると、林業 278%、飲食料品 272%、農業

380%、建設 16%、電カ・ガス ・水道 ・廃棄物 197%、その他の製造業 152%、商業 135

％、対個人サービス 72％であり、建設、対個人サービス以外は原材料を町外へ依存する

割合が高いだろう。例えば、もし飲食料品が町内から原材料を調達するならば、その移輸

入率を低下させることができる。同様な理由から考えると、農業、林業、飲食料品、電カ ・

ガス・水道・廃棄物、その他の製造業、廂業、これらを連関させることが望ましいと考え

られる。ところが、これだけでは、地域内の産業へ与える影響を捉えることは難しい。こ

のため、移輸入を考慮した開放型逆行列による影響力係数と感応度係数から分析を行う。

2.3.3 影響力係数と感応度係数

2011年竹冨町影響力係数と感応度係数から見る産業類型

1 OS 
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出所：2011年竹富町産業運関表より筆者作成

図 2.13 2011年竹富町 影響力係数と感応度係数から見る産業類型

逆行列とは、ある産業に 1単位の最終需要が増加したとき、どれぐらい町内の各産業に

•15 詳細は安田 (2008)p2 17 を参照。



生産波及効果があるのかについて表したものである。また開放型逆行列とは、移輸入を内

部化したものであり、この点がスカイライン分析で用いた閉鎖型逆行列とは異なる。尚、

開放型逆行列は以下の式で求めている。

（開放型逆行列）

{I-(I-M)A}―1 

I：単位行列、 A：投入係数行列、 M：移輸入行列である。

こうして各産業の逆行列の列和を求め、各産業に 1単位の最終需要があったとき、どれ

ぐらい他産業を生産誘発するのかわかる。影響力係数＊16とは、ある産業に需要が生じた

とき、各産業に生産が波及する大きさを表している。また、感応度係数＊17しま各産業列に 1

単位の最終需要が生じたとき、どの産業が影響を受けるのかについて表している。図 2.13

は表 2.2より開放型逆行列を算出し、縦軸に影響力係数、横軸に感応度係数をとってプ

ロットしたものであり、これも影響力係数と感応度係数を 1を境にして 4つに分類する。

(A)影響力係数、感応度係数がともに 1以上の産業

町内の各産業に与える影響が大きく、各産業からも大きく影響を受ける産業である。つま

り、町内で相互依存関係が強い産業である。

0不動産

(B)影響力係数が 1以上、感応度係数が 1未満の産業

町内の各産業に与える影響が大きく、各産業から影響を受けることが小さい産業である。

〇商業、電カ・ガス・水道・廃棄物、公務、対個人サービス

(C)影響力係数が 1未満、感応度係数が 1以上の産業

町内の各産業に与える影響が小さく、各産業から影響を受けることが大きい産業である。

〇建設、その他のサービス

*16影響力係数は、各産業の逆行列の列和を各産業の逆行列の列和の平均値で除した値である。

*17感応度係数は、各産業の逆行列の行和を各産業の逆行列の行和の平均値で除した値である。
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(D)影響力係数、感応度係数がともに 1未満の産業

町内の各産業に与える影響が小さく、各産業から影響を受けることも小さい産業である。

0農業、林業、水産業、鉱業、飲食料品、金融・保険、運輸、情報通信、その他の製造業、

分類不明

以上の結果、不動産の町内経済へ与える影響が大きく、かつ、町内の各産業から受け

る影響も大きい。つまり、町内の経済活性化により定住者が増加すれば、不動産の需要増

加に影響し、町内経済へ好影響をもたらすことがわかる。そして影響力係数が 1以上は、

商業、公務、電カ・ガス・水道・廃棄物、対個人サービスである。したがって、対個人サー

ビスの影響力係数から、観光への投資は町内へ影響を与えることもわかる。一方、中間投

入率が高い農業、林業、飲食料品、その他の製造業は、影響力係数と感応度係数がともに

1未満であることから、町内経済へ与える影響が小さいことも示された。よって、商業、

電カ・ガス・水道・廃棄物、対個人サービスが町内産業を連関させる要になると考えられ

る。さらに、この点を確認するため、町外流出率、波及効果倍率の試算を行う。

2.3.4 町外流出率と経済波及効果

町外流出率は、移輸入を通して町外へ流出している割合である。まず、逆行列の封鎖型

と開放型の値を除して町内歩留まり率＊18を算出した後、町外流出率＊19を求め、結果を表

2.4に纏めた。まず、農業、林業、飲食料品の町外流出率は 50％を超え、逆に商業、電

カ・ガス・水道・廃棄物、不動産の町外流出率は 50％より低い。そして、建設、対個人

サービスの町外流出率も約 50％であることから、竹富町内に半分は残ることもわかる。

しかし、これだけでは判断がつかないため、入谷 (2012)を参考に波及効果倍率＊20につ

いて試算を行った。波及効果倍率＊21とは、ある産業に 1億円の最終需要額が生じたとき、

どのくらい生産を町内産業全体で誘発するか示したものであり、その結果を表 2.4に掲載

した。尚、消費転換係数＊22については、表 2.1、表 2.2より算出した値を使用した。その

結果、 2011年竹富町の消費転換係数は 0.81、2011年沖縄県の消費転換係数は 0.78であ

り、竹富町は沖縄県より消費転換係数が大きい。つまり、沖縄県全体の中で、竹富町民の

消費意欲は高いと言える。そして波及効果倍率を試算した結果、最も大きい産業は林業の

1.35倍であり、以下に飲食料品 1.23倍、情報通信 1.20倍、農業 1.18倍、商業と対個人

サービス 1.14倍と続いたが、全体的に波及効果倍率は小さい。ここで、 Wang(2013)が

*18町内歩留まり率＝開放型逆行列列和＋封鎖型逆行列列和。本来生じるはずの波及効果のうち町内に生じる

ものの割合。

*19町外流出率＝ 1-町内歩留まり率

*20この算出については、入谷 (2012)pp36-42を参照。

*21波及効果倍率＝生産誘発額＋最終需要額

*22消費転換係数＝民間消費支出 CT-:-（雇用者所得総額＋営業余剰総額）
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石垣島を中心とする八重山地域の経済は内向型経済であると報告していることより、この

地域における経済活動の中心が石垣市であるため、町内産業の連関が弱いのであろう。し

たがって、町内産業の連関が弱いため、町外への流出は多くなり、波及効果倍率が小さく

なると考えられる。よって、以上の分析結果より、竹富町は大きな経済波及効果が得られ

ない経済構造であると言える。
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表2.4 2011年竹富町産業連関表からの結果

2.4.1 竹富町の現状に関する考察
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本稿の分析結果より、竹富町の農業、建設、対個人サービスの全体にしめる割合が大き

く主要産業であること、町内産業の連関が弱いために町外への流出が多いことがわかっ

た。こうして、大きな経済波及効果が得られない経済構造であることを明らかにした。実

際に図 2.14は、竹富町の町際収支＊23を表したものであり、対個人サービス、農業、運輸、

水産業以外の産業は、全て赤字である。

ここから、中村良平 (2014)の疲弊する地方経済の特徴について確認する。最初に、 (1)

消費性向は高いが地域内であまり消費活動がされないと言う点である。表 2.2より算出し

た竹富町の消費転換係数は 0.81であり、表 2.1より算出した沖縄県の消費転換係数 0.78

*23町際収支とは、移輸出額と移輸入額の差である。移輸出額が移輸入額が多いと町内は黒字となり、町内に

お金が残ることを表している。逆に、移輸入額が移輸出額より多いと町内からお金は流出する。
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出所： 2011年竹富町産業連llll表より筆者作成

図2.14 2011年竹富町町際収支額

より高い。故に、県内でも竹富町の消費性向は高いと判断する。次は、町内での消費につ

いて述べる。図 2.14より、竹富町全体の移輸入額が移輸出額を大きく上回っており、商

業も同じく赤字である。ところが、分析結果より商業の町外流出率は小さく、 影響力係

数からも町内に与える影響は大きいがわかった。この点は、いくつかの島にある共同売

店＊24の影響が考えられる。なぜなら、この売店は島の生活に必要不可欠だからである。

一方、ここで取り扱う商品の種類や量は少なく、島民の生活を充分に満たすことは難しい

だろう。また、西表島以外の各島における人口規模は非常に小さく、輸送費が嵩むことか

ら、商品価格も上昇せざるを得ない。さらに、町役場が石垣市にあること、病院 ・歯科等

への通院などを考えると、石垣市へ行かねばならない機会が多いだろう。したがって、大

塚 (2012)、Wang(2013)の報告からも、町外で消費する割合は高いと判断する。よって、

生活を充実させるため、各島から石垣市へ買い出しに行くことは日常的な状況であり、町

内での消費は少ないと考えられる。

次に、（2)公共事業で関連産業への波及効果を期待したが、地元経済に恩恵がないと言

う点である。図 2.11より建設の町内生産額全体にしめる割合の約 25％と大きく、 2.3.3

より町内の各産業から影響を受ける最終需要的産業である。そして、表 2.2より建設の雇

用者所得は町内で最も高く、かつ、表 2.4より町外流出率は 49%、移輸入率 29％であ

ることから、町外に依存する割合が低い。また、波及効果倍率は 1.12倍であることから、

*24住民の共同出資によ って運営される小売店であり、コンビニエンスストアのような役目やコミュニティー

における交流の場を担う。尚、この売店が存在しない島もある。詳細は宮城 (2004)を参照。
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小さいながらも公共事業の効果はある。しかしながら、（1)より町外での消費が多いこと、

表2.4より建設の影響力係数が 1以下であることから、建設が町内他産業へ与える影響は

小さい。故に、公共事業の波及効果は小さく、地元経済への恩恵は少ないと言える。

最後に、 (3)生産需要があっても、地域の所得や雇用が思うように増えないと言う点で

ある。図 2.14より、対個人サービス、農業、運輸、水産業以外の産業は全て赤字であり、

観光客の増加によって最終需要が増加する産業は、商業、運輸、対個人サービスと考えら

れる。そこで表 2.4より、これらの雇用者所得率は、商業 29%、運輸37%、対個人サー

ビス 20％であることから、これら産業の最終需要増加に伴う所得増加は少ないだろう。

また表 2.4より波及効果倍率は、商業 1.14倍、運輸 1.16倍、対個人サービス 1.14倍で

あることからも、その効果は小さい。故に、町際収支、雇用者所得率、波及効果倍率から

考えると、観光客の増加に伴う所得増加は少ないと考えられる。したがって、観光による

需要増加があっても、町の所得や雇用が思うように増えない構造にあると判断する。よっ

て、中村良平 (2014)が挙げた 3点の特徴に竹富町は該当し、何らかの対策が必要である。

2.4.2 地域産業振興に関する考察

ここからは、地域産業振興の手法である 6次産業化＊25について考察する。 6次産業

化とは、 2010年に公布された「地域資源を活用した農林業業者等による新事業の創出等

及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」によると、 1次産業、 2次産業、 3次産業

との総合的な推進を図り、地域資源を活用し新たな付加価値を生み出す取り組みである。

つまり、町内に入ったお金を町内で循環させることにより、町外へお金が流出することを

防ぐことである。こうした取り組み例について、枝廣 (2018)が6次産業化、地産地消の

推進、再生可能エネルギー＊26しこよる方法を紹介している。そして高橋 (2014)も、鳥取県

での 6次産業化の成功要因として、明確な製品コンセプト、販路の確保と戦略的価格設

定、目的を持った補助金の活用の 3点を挙げ、「ここでしか手に入らない」を商品開発の

キーワードとして紹介している。

現在、 2013年の石垣新空港の開港を受けて、図 2.11にある対個人サービスの全体にし

める割合は拡大していると推測される。このまま観光のみに依存することは、風評被害な

ど外的要因から大きな影響を受けるといった不安要素を抱える。なぜなら、こうした観光

需要は、発地の人口規模と所得、雇用関係、レジャーに対する志向など需要側の要因で決

まることを山田 (2014)が実証分析で示したからである。したがって、産業振興により町

内の生産力を上昇させ、地域活性化へと繋げる必要がある。

以上のことをふまえ、どのように 6次産業化を進めるのかが課題となる。まず離島に

*25 6次産業化の意味は生産から加工、販売までを地域で行うことである。第 1次産業X第 2次産業X第 3次

産業＝ 6次産業化

*26環境省 (2015)の報告に、 2013年の竹富町ではエネルギー代金が 12億円域外へ流出し、再生可能エネル

ギーのポテンシャルは地域で使用するエネルギーの約 590.41倍とある。詳細は環境省 (2015)を参照。
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おける地域活性化の取り組みとして、田中 (2015)が島根県海士町について報告している。

この報告では、異業種連携による 6次産業化が再生の鍵であるとし、企業誘致が難しい離

島で持続可能な地域社会を形成していくため、地域経済の基盤となる第 1次産業の立て直

しが急務であると述べている。また河藤 (2014)、嶋田 (2016)は島根県海士町の成功要因

として、町長による行財政改革、 Iターン者の知恵を活用したことも挙げている。さらに

屋嘉 (2016)*27には、ローカル産業を移出産業にまで発展させることができるかが重要な

ポイントであるとし、地場産業の技術力と第 1次産業の生産性が継続的に高まることが重

要とある。

これらの報告から考えると、牛肉、サトウキビ、パインアップル、マンゴー、米などが、

既に竹富町の農業特産品として広く認知されている。そして分析結果からも、豊かな自然

に恵まれた竹富町の農業は自給率が高く、その全体にしめる割合も大きいことから、 6次

産業化の基盤となり得る。次に、第 2次産業へ目を向けると、屋嘉 (2016)*28は、沖縄の

地域収支の赤字を是正する方法として、移出を増やすことと同時に移入を減らす方策も必

要であり、特に食品や食品加工は規模の経済にかかわりないものも多く、移入代替が可能

な分野もあると述べている。また枝廣 (2018)*29には、地元でも供給可能であり、かつ、

地域外への漏れが大きい財・サービスを見いだすこととある。したがって、表 2.3より飲

食料品の自給率 80%、移輸入率 272%、表2.4より中間投入率 83％であることから、飲

食料品は町内で生産可能であるものの、原材料の多くを町外へ依存している。よって、第

2次産業では、飲食料品を選択する。最後に、第 3次産業であるが、表 2.4より商業と対

個人サービスの波及効果倍率はともに 1.14倍である。しかし、対個人サービスより商業

の影響力係数は高く、町外流出率も低いものの、その町際収支は大きな赤字である。そし

て表2.3より、対個人サービスの移輸入率が低く、かつ、町際収支も黒字であることから、

既に地産地消への取り組みが実施されているかもしれない。故に、町外流出を抑えること

が効果的であり、町内産業へ与える影響も大きいことから、第 3次産業では商業を選択す

る。よって、竹富町における 6次産業化として、自給率が高い農業→中間投入率が高い飲

食料品→影響力係数が大きい商業を連関させることが効果的と考えられる。

そこで、どのような商品を生産するかについてだが、これに関しては町内各島の生産力

や消費者のニーズについて、詳細な分析を必要する。あくまでも具体例としてであるが、

6次産業化の例として武者 (2016)の報告があり、酒税収入のうち増加傾向にあるのは果

実酒とリキュールであると述べている。これに倣うと、町内産のサトウキビ、果物類を原

材料にした酒類などの飲料を、町内で製造し販売することになる。このとき、製造過程で

発生した副産物を畜産業での飼料として活用し、次に畜産業で発生した副産物を農業で肥

料として活用可能であれば循環型農業が成立する。こうして農業の中でも循環させること

により、さらに町外流出を抑制することも可能であろう。

以上、今回は 2011年竹富町産業連関表を推計して、分析を行った。しかし、現在は

*27屋嘉 (2016)ppl95-199
*28屋嘉 (2016)pp77-80
*29枝廣 (2018)p68
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2013年に石垣新空港が開港し観光客数が 100万人を超え、それに伴い運輸や対個人サー

ビスの全体にしめる割合が拡大していると推測される。この推計は、 2015年以降の新し

いデータを必要とするため、公表され次第、検討することを今後の課題とする。
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表2.6 2011年部門統合表 2



第3章

マンション建替え決議における補償

金の影響

3.1 はじめに

本稿は、「マンション建替えの円滑化等に関する法律」を利用した権利変換方式＊1（以

下、マンション建替え法と表記する。）によるマンション建替え決議に焦点を絞り、補償

金の有無が区分所有者の選択に与える影響について、ゲーム理論の視点から分析を行うこ

とが目的である。尚、本稿の対象は単棟型分譲マンションとし、補償金とは、マンション

建替えに反対し転居する区分所有者に対して支払われるものである。

ここで国土交通省 (2013)「老朽化マンションの建替え等の促進について」より、マン

ション建替え問題の背景と現状を図 3.1に示す。これによると、 2012年末の時点でマン

ションストック約 590万戸のうち、旧耐震基準に基づいて建設されたものが約 106万戸

あり、かつ、今後は築後 30年超の分譲マンション数も増加し続ける状況にある。このよ

うなマンションは、修繕・改修や建替えなどの対策を必要とするが、建替えの実施は様々

な問題が生じるために少ない状況にある。したがって、この状況を改善するため、（1)容

積率などの建築規制の特例、 (2)予算、税制などによる支援、 (3)決議要件などの権利調整

ルールの特例、 (4)技術的な相談、紛争処理などの相談体制の整備が行われ、約 1万4000

戸（平成 25年4月現在）の建替えが実施された。こうして建替えられたマンションは、社

団法人不動産協会 (2011)によると、建替え後の増床率は平均で 2.88倍とあり、地価の高

い場所が多い。故に、容積率を緩和して増床部を売却することで建替え費用を捻出し、住

宅需要の高い場所で建替えが実施されたことがわかる。ところが、少子高齢化が進む状況

において増床部の完売は難しくなると考えられ、地域の状況より容積率の緩和が難しい

ケースもある。よって、本稿では建替え決議に焦点を絞るため、容積率の緩和や地価につ

いては取り扱わず、区分所有者数についても変化しないものとして分析を行った。

*1 建替え決議後に区分所有者が建替え組合を作り事業を進め、再建後の建物へ区分所有権や抵当権の移転

が可能な点に特徴があり、事業例として飯田・鈴木・丸山 (2008)がある。この法律の詳細については、

丸山 (2000)を参照。尚、区分所有者が全員一致で建替えを行うならば、この法律を使う必要は無い。
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（背景・現状）

0 現在のマンションストック総数は約590万戸 （平成24年末時点）
0 そのうち、旧耐震基準に基づき建設されたものは 、現在約 106万戸
0 マンション建替えの実績 は累計で 183件 、約 14,000戸 （平成25年4月時点）

ロ生命・身体の保護の観点から、構造耐力が不足 （耐震性等）している
老朽化マンションの再生が喫緊の課題

ロ老朽化マンション再生に必要な措置

0 建築規制の特例・・・容積率等
0 支援措置の整備・ ・・予算、税制等による支援
0 権利調整ルールの特例・・・決議要件等 （＊本稿の対象）
0 相談体制の整備・・・技術的な相談、紛争処理

出所 ：国土交通省「老朽化マンション建替え等の促進 について」 平成25年 10月

図3.1 マンション建替え問題の背景と現状

ところで、 1983年に建物区分所有法が改正され、等価交換方式＊2によるマンション建

替えは認められていた。こうして、全ての区分所有者の 4/5以上の賛成を必要とする特

別多数決＊3を実施し、建替えに反対し転居する区分所有者に対して時価で売り渡し請求を

行い、かつ、補償金を支払うことになっ た。しかし、岩田 (1997)は、 1997年 8月まで建

替えられた全てのマンションは区分所有者の全員一致によるもので、区分所有法による建

替えは無いと報告し、権利変換方式を提案している。そして、 2002年に施行されたマン

ション建替え法で、権利変換方式の実施が可能となった。ところが、この法律の施行後も

建替えの実施は、前述のように少ない。そこで中川 ・浅田・山崎 (2009)は、投票メカニ

ズムを実験し 70％の近傍に賛成比率が収束すると言う結果を得て、現在の決議要件での

可決は困難なことを示した。 さらに浅見 • 福井 ・ 山口（2012) によると、耐震性の検査も

費用捻出のために過半数の合意が必要であるが、これすらも困難な状況と述べている。故

に、浅見 (2009)、山崎 ・瀬下 ・定之 (2013)が現在の決議要件の緩和を提案し、 一方で法

律の視点から鎌野 (2012)は、反対者に対する所有権の剥奪を伴う点で妥当性を欠くとの

意見を述べている。

*2 区分所有権を一時的にデベロッパーに売却し、再建後に区分所有権を買い戻す方式である。よって、抵

当権の抹消が必要とされるc

*3特別多数決については、 Messner・ Polborn(2004)、Strulovici(2010)は中位投票者が自分の将来の権利

を保障するために保守的な選択をする傾向があるとし、 Messner・ Polborn(2012)では特別多数決ルー

ルが単純多数決より時間的にも早く決定へと導き、社会的に望ましくないプロジェクトを選択することも

ないため最適であると述べている。
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もちろん、マンション建替えを全員一致で進めるならば、補償金を支払うことも無く

パレート最適＊4を達成する。しかし、全員の賛成を必要とする決議要件では、社会的に望

ましい事業ですら実施されないことも起こる。この問題も区分所有者が多数であり、彼ら

の年齢、経済状況、家族構成などが多様であるため、合意形成が難しい。故に、マンショ

ン建替えの機会を逸し、老朽化が進むために資産価値が低下することによって、さらに区

分所有者の建替え欲求が下がるため、建替えが先送りされると考えられる。こうした建替

え決議に、補償金の有無が影響しているかもしれない。なぜなら、山崎 (1999)が反対者

に補償を行うと、一部の者は補償を勝ち取るために、あえて反対を表明するという問題が

生じると述べているからである。また合意が成立したとしても、調停や交渉の費用が生じ

る結果、資源配分上の無駄が生じることをゲーム理論の視点から指摘している。一方、浅

見 (2009)は平均値以上の補償を行うとモデルを設定してシミュレーション分析を行い、

ある程度過分に補償を行うにしても、最適な合意形成要件はほとんど影響を受けることは

なく、過半数による合意形成要件は社会的損失が少なく最適であると報告している。さら

に、補償金の支払いが無い場合では、 Olivier• Philippe(2010)が交渉による集団での意

思決定について全員一致と多数決ルールを比較し、決議要件が厳しくなれば非効率な結果

を避けられるが、その決定までに時間を要するとの報告もある。したがって、これらの報

告から決議要件がマンション建替え決議に影響し、補償金が建替え決議の可否に影響を与

えることはないとも考えられる。しかし、山崎・瀬下・定之 (2013)は、建替え後の予想

価値が低い区分所有者から選択を行う逐次手番ゲームを設定し、補償金の存在が区分所有

者の建替えに反対するインセンティブを高めるため、補償金の無い場合のほうが建替え決

議の可決は容易になると述べている。故に、補償金が区分所有者の利害を相違させるため

に、合意形成を困難にしているとも考えられる。ここで彼らは賛成者のみに補償金を負担

させる設定にして、逐次手番ゲームで分析している。したがって、他の区分所有者の行動

を予測することが可能であり、 1人あたりの補償金負担が大きい。よって、新規購入者に

も補償金を負担させて同時手番ゲームを行えば、投票結果が変化することも考えられる。

以上より、マンション建替え決議において、補償金の有無が区分所有者の選択に影響

を与えているのかと言う疑問を持った。よって、これらを確かめるため現在の制度をモデ

ル化し、同時手番ゲームで分析を行った。本稿の構成は以下の通りである。第 2節では、

モデル化するために必要な前提条件を設定する。第 3節では、建替え決議で実際に起こり

得るケースを場合分けし、その状況に応じた区分所有者の選択を分析し、さらに厚生分析

を行う。第 4節では、第 3節で得られた分析結果を考察し、今後の課題について述べる。

3.2 モデルの前提条件

1. n人の区分所有者が居住するマンション建替え決議を想定する。

•4 パレート最適性に関しては、例えば Buchanan • Tullock(1962)、Guttman(1998)等を参照。
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2.各々の区分所有者の建替え後の予想価値：

Vl> V2>…＞ Vn 

このように建替え後の予想価値が大きい者から並べる。

各々の区分所有者のマンション現在価値は同一であると仮定し、 Vとおく。

V1>屹＞…％＞ V 

各々の区分所有者の建替え後のマンション予想価値＞マンションの現在価値とす

る。

3. 1戸あたりのマンション建替え費用は全て同じとし Cとする。

4. 1人あたりの反対者への補償額を Rとし、補償金は建替え後も居住し続ける区分所

有者と新規購入者が均等負担する。

マンション建替え決議の可決時における区分所有者iの選択

建替えに賛成し居
住（補償金を負担）

区分所有者i

建替えに賛成し転
居。（補償金の負担

なし）

建替えに反対し、補
償金を受け取り転居

図3.2 現在：マンション建替え決議の可決時における区分所有者の選択

現実のマンション建替え決議の可決時には、区分所有者の選択は図 3.2*5で示すよ

うに 3つの選択肢がある。しかし、本稿ではモデルを単純化するため、賛成者は全

て居住し続け補償金を負担し、反対者は補償金を受け取り転居するとし、反対者数

•5 大木 (2014) によると、図 3.2 の建替え後に転居するケースでは、賃貸住戸として取得するつもりが、実

際には権利を売却し転居したケースがある。
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と同じ数の新規購入者があるものと仮定する。＊6この状況を図 3.3に示す。

マンション建替え決譜の可決時における区分所有者iの選択

区分所有者i

建替えに賛成。その
まま居住し、補償金

を負担。

建替えに反対。補償
金を受け取り転居

図3.3 本稿での仮定：マンション建替え決議の可決時における区分所有者の選択

5.マンション建替え決議を行う前に、説明や話し合いが十分に行われた後、建替え決

議前にアンケート調査がなされ、その結果を区分所有者の各々が知っているものと

する。

6.区分所有者のうち、マンション建替え時に転居する区分所有者は、現在のマンショ

ン価値 Vと同じ価値のマンションヘの転居が可能であるものとする。

7.マンション建替え賛成者の数を m とする。

O<m::;n 

そして、マンション建替え決議の可決は区分所有者の投票による多数決によって決

定し、区分所有者 n人のうち q人以上の賛成を必要とする。つまり、 qがマンショ

ン建替え決議要件である。

8.区分所有者 i(i=l,2,…n)の選択

まずマンション建替え決議時における区分所有者は、建替えに賛成か反対かを選択

する。もし建替えが決議されたならば、賛成者は反対者への補償金を負担し、その

*6 建替え決議は賛成と反対の 2択であるため、 Condorcet(l785)のパラドクス、つまり、最適な選択肢の

循環は起こらない。尚、この循環を防ぐためには、 Caplin• Nalebuff(1988)は64％以上の賛成が必要

と述べている。
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マンション建替え決議の可決時における補償金の負担状況

補償金を負担

賛成者 ＞反対者

新規購入者

図 3.4 マンション建替え決議の可決時における補償金負担状況

補償金を得て反対者は転居する と想定する。この状況を図 3.4に示す。

9. 8における区分所有者 tの選択の結果、図 3.5*7にある 4つの帰結が生まれるが、こ

れは t以外の他の区分所有者の選択に依存するゲーム的な状況である。ここでは投

票結果をナ ッシュ均衡として解釈する。すなわち、各区分所有者 tは他の区分所有

者の選択を所与として、自分にとって利得が最大となるように投票する。

3.3 区分所有者の投票における選択と投票結果（均衡）

以下、帰結しうる投票結果を求めていく。賛成票の数 (m)に応じて区別して論じるべ

き、いくつかのケースが存在する。

*7建替えが否決されたときは、区分所有者全員が現在価値のまま居住し続ける。
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区分所有者i

施

施

決

実

実

否

え

え

え

替

替

替

建

建

建／

／

ヽ

成

対

賛

反

／
＼
 

補償金を負担し新居を得る

転居し補償金を得る

図3.5 マンション建替え実施時における区分所有者 iの選択

3.3.1 ケース 1賛成者数＝建替え決議要件

m = qのときである。

賛成票を投じた区分所有者 iについて：＊8

vt-C -
(n -q)R 

>V 
n 

反対票を投じた区分所有者 tについて：

(n -q -1)R 
Vi-C- ＜ V+R 

n 

より、

(n -q)R l 
½- C -~ < V + (l - ~)R 

n, n、

(3.1) 

(3.2) 

各区分所有者 tについて、 (3.1)と(3.2)が同時に成立することは無いが、以下の 3つの

ケースが考えられる。

*8本稿での式について、ほぼイコールの状態は起こり得ないため、無いものとした。



(A): 

(3.1)が成立し、 (3.2)が成立しない。

(B): 

(3.1)は成立しないが、 (3.2)が成立する。

(C): 

(3.1)も(3.2)も成立しない。

ところが前提条件より、どの区分所有者も賛成か反対かどちらかに投じているので (C)

はありえない。

そして、区分所有者 iについて (3.1)が成立すれば、 1,2,…，i-1についても (3.1)が成

立する。同じく区分所有者 iについて (3.2)が成立すれば、 i+ 1,.. ・,nについても (3.2)

が成立する。以上から賛成票が q(=m)ということは、 1,…，qについて (3.1)が成立し、

q+l,…，nについて (3.2)が成立することである。

よって、 q人が賛成、 n-q人が反対という投票結果は 1つしかない。つまり、 1,…，q

までが賛成で、 q+l,…,nまでが反対と言うケースだけである。

逆に、 1,...,qまでで (3.1)、q+l,…，nまでで (3.2)が成立すれば、 1,…，qまでが賛成し、

q+l,…,nまでが反対とした投票結果はナッシュ均衡である。

したがって補償金Rを、

Vq-C-

かつ、

(n -q)R 
>V  

n 

vq+1-C -
(n -q) R,,,. Tr', 1 1 

<V+(1-::.)R 
n n 

を満たすように決めるならば、ちょうど賛成票数 qで可決する。

3.3.2 ケース 2：賛成者数が建替え決議要件よリ多い場合

(A):m > qのときである。

賛成票を投じている区分所有者 iについて
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k-C-

が成立する。

(n -m)R 
>V+R 

n 

反対票を投じている区分所有者 iについて

½- C -
(n -m -l)R 

<V+Rより
n 

(n -m)R.,,,. Tr _L  11 1 
k-C- ＜V+（1--）R 

n n 

そして (3.3)と(3.4)が同時に成立することはない。

(3.3) 

(3.4) 

よって、 1,…，mまでが賛成、つまり (3.3)が成立、 m+l,…，nまでが反対、つまり (3.4)

が成立するケースのみである。こうして、賛成と反対は建替え後の資産価値順で綺麗に分

かれる。また、 (A)の特殊なケースとして (B)がある。

(B)m = q+lのときである。 ： 

つまり補償金の負担が最大となるときである。

先の議論より

であるから

また、これより

よって、

怜＋1-C-
(n-m -1)R 

>V+R 
n 

Vq-C-
(n -q -l)R 

>V+R 
n 

(n -q)R, Tr, 11 1 
Vq -C -~ > V + (1 -::-) R > V 

n n 

Vq-C-
(n -q)R 

n > V 

(3.5) 

(3.6) 

(3.5)と(3.6)より区分所有者 qは、他の区分所有者の投票行動いかんに関わらず、常に

賛成に入れる。同じことは、 1,…，q- 1についても言える。したがって、 (3.5)が成立す

るときは 1,…，qまでは常に賛成に入れて建替え決議は可決する。故に、 Vq-C>Vな

らば (3.5)が成立して (3.6)も成立する。つまり、 1,…，qにとって賛成票は彼らにとって

支配戦略になっている。よって、 (3.5)が成立するように補償金Rを設定すれば良いこと
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がわかる。

（命題） ： 

Vq-C > Vならば (3.5)を満たすように補償金Rを設定できる。

（証明） ： 

どのような小さな補償金Rをとったとしても (3.5)が成立しないとする。

Vq-C-
(n -q - l)R 

<V+R 
n 

R→0とすると、 Vq-C<Vとなって矛盾する。

よって、 Vq-C> Vが成立する。

（証明終わり）

つまり、これは補償金が無い状態である。このマンション建替え決議要件 qとする多数

決投票ルール下では、補償金が存在する状態と差が無い。故に、補償金 0である状態が常

に良いとは限らない。

(A)と(B)を纏めると、 m> qのとき投票結果がナッシュ均衡になるのは、 (3.3)と

(3.4)が成立するとき、そして、そのときのみである。

また、そのときには、 1,…，mまでが賛成、 m+ 1,…，nが反対となり、均衡は 1つしか

ない。さらに、 m= q + 1のケースでは、 (3.5)が成立するように補償金Rを設定できれ

ば、 1,…，qまでにとって賛成は支配戦略となり、マンション建替え決議は常に彼らの賛成

によって可決される。

3.3.3 ケース 3：賛成者数が建替え決議要件よリ少ない場合

m<qのときである。

このケースでは区別して論じるべき 2つのケースがある。

(A):m < q - lのとき

どの区分所有者も自分の選択を変えたとしても、マンション建替え決議は否決され利得

は Vであり、その投票結果はナッシュ均衡である。しかも、賛成、反対の組み合わせは
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任意である。

(B):m = q - Iのとき

すると、 1,…,qまでの少なくとも 1人は反対に投票しているはずである。なぜなら、 1

人が賛成に投じていれば、既に可決しているからである。その区分所有者を iとすると、

vi―c-
(n -q)R 

n <V  

となっている。特に、

怜ー C-
(n -q)R 

n < v 

である。この式は (A)でも成立する。

ところで、 Vq-C>Vであれば、 Rを適切に設定することによって、建替え決議の可決

をナッシュ均衡にすることが出来た命題に留意すべきである。この場合、

Vn-C 
(n -q)R 

q <V  
n 

は成立しないので、建替え決議の否決がナッシュ均衡になることはない。

3.3.4 厚生分析

賛成者 m2::qのとき

1)補償金が無い投票ルールの時

賛成者 i=l,…,m

賛成者 iの利益＝ Vr-C-V

新規購入者j=m+l,…,nの予想価値はもとし、新規購入者j=m+l,…，nの現在価値

はVとする。

新規購入者jの利益＝g-C-V 

反対者 k=m+l,…，nについて Kの利益＝V-V=O

t ⑰-C-V) 
j=m+l 

m 

総余剰＝ L(¼-C-V)+
i=l 
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m n 

＝こK+LVj-n(C + V) 
i=l j=m+l 

2)補償金のある投票ルールのとき

賛成者 q=l,..・,m 

賛成者 iの利益＝ M C-V-
(n -m)R 

n 

新規購入者j=m+l,…，n

新規購入者jの利益＝ vi-c-v
(n -m)R 

J n 

反対者 k=m+l,…,nについて反対者 Kの利益＝R

m n 

総余剰＝区V+〉 V]―n(C+V)-
m(n -m)R (n -m)(n -m)R 

ヽ i+), Vi-n(C+V) -~-~-(n -m)R 
i=l j=m+l 

n n 

m n 

= L½+ L 17i-n(C+V) 
i=l .i=m+l 

したがって、建替えによる総余剰に変化はないが、補償金がある場合において余剰分配

は異なる。この場合、補償金額の分だけ賛成者と新規購入者から反対者への余剰移転が起

こる。

3.4 おわりに

本稿は、山崎・瀬下・定之 (2013)と同じく、補償金の有無が建替え決議の可否に与

える影響に関して分析を行った。しかし、本稿で得られた結論は、ある一定の条件の下で

はあるが、彼らとは対照的に補償金の存在は、多数決による建替え決議の可否には影響を

与えないことがわかった。

これは、両者のモデルの仮定や投票ゲームの均衡概念等に違いがあるためと考えられ

る。本稿では、補償金の負担を新規購入者にも負担させているが、彼らは賛成者のみであ

る。そして、投票ゲームとして、本稿は同時手番ゲームでのナッシュ均衡を採用したが、

彼らは予想価値の低い区分所有者から投票を行う逐次手番ゲームのナッシュ均衡、または

部分ゲーム完全均衡を想定しているものと考えられる。多数決による建替えに対する影響

については、補償金負担ルールでは本稿のほうが建替え決議が通りやすくなり、均衡概念

に関しては山崎・瀬下・定之 (2013)の方が通りやすくなるものと推察できる。したがっ

て、これらに関しての考察を今後の課題としたい。
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第4章

自主的に住民がモールを建設する場

合に関するゲーム論的考察

4.1 はじめに

本稿の目的は、自主的に住民が協力し出資することによってモールを建設する場合、ど

のような条件で住民が提携を形成するかについて、ゲーム理論の視点から考察することで

ある。経済産業省 (2015)「買い物弱者支援マニュアル Version3」*1によると、流通機能や

交通網の弱体化によって、買い物が困難な状況に置かれている人々が約 700万人いると

推計される。こうした人々を買い物弱者と呼び、 1)家まで商品を届ける 2)近くにお店

をつくる 3)家から出かけやすくする 4)コミュニティを形成する 5)物流を改善・効率

化する、以上の対策を実施している。本稿は 2)の中において、自主的に住民が協力して

モールを作る場合に焦点を絞る。こうした取り組みは、経済産業省 (2015)によると、大

半が自治体から補助金を受けて運営されている。ところが、宮城 (2004)は以前から自治

体からの補助金を受けることなく、沖縄県では自主的に住民が運営する共同売店＊2があ

り、その規模や立地条件、品揃え、顧客数からして採算が取れないケースもあると報告し

ている。この原因は、交通手段の発達による小売店舗密度の変化、商業施設立地条件の変

化にあるかもしれないと筆者は考えている。

まず、小売店舗密度についての先行研究として、店舗密度と物流費用の最小化について

理論的な視点から分析した Flath(1990)とBaumol(1952)があり、彼らは家庭内在庫費用

や移動費用が高いほど小売店舗密度は高くなると報告した。また、丸山 (1992)は円周上

に任意の密度で消費者、任意の小売業者が等間隔で存在するとモデルを設定して理論分析

し、消費者の移動費用や在庫保有費用が高いほど小売店舗密度は高くなると述べている。

さらに、成生 (1994)も円周上モデルで小売業者の密度を仮定して理論分析し、店舗数の

増加は消費者から最寄り店舗までの平均距離を短縮するため、多頻度少量購入を可能にす

ると報告している。そして、買い物弱者について経済産業省 (2015)は、生鮮食料品店ま

*l以下では、経済産業省 (2015)と表記する。

*2宮城 (2004)によると、初めての共同売店は 1906年に現在の沖縄県国頭村で設立された。
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での距離500m以上、かつ、自動車を所有しない人と定義しているため、これらを想定し

たモデルを本稿も設定する。したがって、住民の移動費用とモール 1つあたりの建設費用

の和を提携にかかる費用として、この平均費用＊3の変化に注目した。なぜなら、モールの

立地によって住民の移動費用が変化するため、その提携に属する住民の数とモール建設費

用の住民負担額も変化し、提携費用に変化が生じるからである。こうして均衡時には、住

民が提携費用を最小化するように行動するとしてモデルを設定した。

次に、商業施設の立地均衡における先行研究は、 Hotelling(1929)の線形空間における

寡占企業の立地論がある。これは、有限の線形空間で 2人のプレイヤーが立地以外の条件

を同じとした場合、消費者の移動距離、つまり移動費用のみが変数となる。こうすると、

各プレイヤーは顧客を獲得するため、各々の立地を変化させてシェアを拡大しようとす

る。このようにして市場メカニズムに任せた結果、立地均衡時には有限の線形空間の中央

に隣接することを示したが、これは消費者間の移動費用の差が大きく社会的に望ましい立

地ではないことを報告している。ところが、プレイヤーが 3人になると、中央に挟まれた

プレイヤーはシェアが少なくなるので、 3人とも中央に挟まれないように移動を繰り返す

ために立地均衡は存在しない。さらに、 Eaton• Lipsey(1975)は、プレイヤーが 4人以上

の場合は立地均衡が存在し、 2人ずつが隣接することは起きると述べている。これらの研

究は、非協カゲームの観点から分析していると解釈できる。一方、本稿では協カゲームで

分析する。それ故、本稿では住民の提携が均衡で無いとき、所属している提携を抜けて、

複数の提携から隣接する幾人かの住民が集まり、新たな提携を作るかもしれない。なぜな

ら、そのほうが住民の提携費用は減少するからである。よって、均衡時には隣接する幾人

かが集まって提携を作り、そのような提携がいくつか形成され、さらに提携から外れた残

る人々が新たな提携を作ることが考えられる。

このような均衡は、協カゲームのコアに該当する。＊4本稿でのコアとは、今の提携を住

民が抜けて他の提携に参加し多くの便益を得ようとしても、それが出来ない状態である。

こうした協カゲーム先行研究については、竹内 (2013)は複数畜産農家が協力して堆肥販

売に対応する場合、農家の協力行動、協力した際の労働分配、収益分配の方法について

検討し、共同事業による便益、費用分配のルールや協同体制の支援策を示した。また、谷

本・喜多 (2004)は、広域バス路線の補助金の自治体負担について分析し、いくつかのケー

スに分けて有効な負担方式を提案している。さらに、小宮山・林•藤井・山地 (2004) は、

廃熱利用発電などを各産業に分配し効率的に利用するネットワークを形成し、場合によっ

ては全体協力維持の観点から利得の移転を通じて、各地域が公平に経済的メリットを得る

必要性があることを示した。これらは協力することによって、お互いの利益を多く得られ

るように、その提携へ参加するインセンティブについて示している。故に、本稿では住民

が提携費用を最小化するよう行動した結果として提携が形成され、その均衡時には住民が

*3以下では、提携費用と表記する。

*4 Harsanyi(l974)は協力 n人ゲームの安定集合をナッシュ均衡としている。そして Forely(1970)は、公

共財における競争均衡をリンダール均衡としてコアと一致するのか考察し、リンダール均衡もコア配分で

あるとした。さらに、 Weber• Wiesmeth(l991)も費用分担均衡とコアが一致することを示している。
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協力して自主的にモールを建設するとして分析する。

以上のように、本稿は自主的に住民がモールを建設する場合、その提携費用を最小化す

るように住民は行動して提携を形成するモデルを設定した。こうして、住民の提携が均衡

となる条件について、ゲーム理論の視点から分析する。本稿の構成は、以下の通りであ

る。 2節は住民が自主的にモールを建設する場合についてモデル化し、 3節で分析を行い、

4節では均衡について求めた後、 5節で考察を述べる。

4.2 モール建設のモデル化

4.2.1 モデルの設定

都市で住民はあらゆる地域に住んでいるが、どの場所に何個のモールを建設すると良い

のかについて考察する。尚、彼らは同じものを買うと仮定する。この状況は、等間隔で駅

がある単線区間の鉄道路線において、一区間の料金や各駅の人口規模が同じとした場合、

どこにモールや公的施設を建設すれば良いのかについて考えることに例えられる。

まず、モール 1つの建設費用は等し<cとし、 C2: 1と仮定する。＊5

住民の集合 N= {1,2,…，n} 

各住民は 1から nの順番で数直線上に並んでいるとする。

幾人かの住民の集合を提携と言う。これは場合によって、 1人のみから成る提携もある。

各提携ScNは費用を分担して、 1つのモールを Sのメンバーの誰かの住んでいる点に設

置する。例えば、 S={l,5, 11, 18}とし、提携Sのモールの設置地点を msとおくと、 ms

は、 1,5,11,18のいずれかとなる。このようにして、 Sにとっての総費用 C(S,ms)は、

C(S,ms)= Lli-msl+C 
iES 

資源配分とは提携、その提携のモールの位置および各住民の費用負担の組{(Sk,ms』}:

,{ci}iEN,ciこれは住民 iの負担額であり、以下の条件を満たす。

81 u • • • u 8k = N, 81,・・・，品は互いに素。 (4.1) 

各品について、 L Ci= C(S,msk) (4.2) 

iESk 

*5この仮定の意味は後述する。
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図4.1 イメージ

ある資源配分 {(Sk,ms』}:=1,{Ci}iENが均衡であるとは、他の提携 TとTの設定す

るモールの地点 mゎ及び Tの各メンバーの負担額c:で、以下の条件を満たすものが無

いことを言う。

Le:= C(T,mr) 
iET 

(4.3) 

各iETについて、 CI<Ci (4.4) 

4.3 分析

提携 Sを固定し、 ISi2'. 3とする。彼らがどの地点にモールを作るか、すなわち msは

どこかを考察する。提携 Sが奇数人からなる場合、左から並んで Sの中でちょうど中央

にいる人を m としよう。例えば、 S={l,3, 7, 8, 16}のときは m=7である。

いま、 Sの中で一番右にいる人を rとしよう。いま rの地点にモールを作ったとする。

rのすぐ左にいる人を T'とする。すると、モールの位置が mrから mr'へ移ることに

よって新たに生じる費用は、 lmr-m叶だけである。しかし、残る ISi-1人の住民は、

lmr -mバだけ費用が減る。すると |SI2'. 3より、 (ISi-1) • lmr -m叶＞ lmr-mバ

となり、全体の費用は減るので、 C(S,mr')< C(S,mr)となる。

このロジックはモールの位置の左側にいる住民の数の方が右側にいる住民の数より多い



限り続く。よって、費用 C(S,ms)が最小になる msは、 ms=mのときである。

次に、提携 Sが偶数人 (ISi2:: 4)の場合も同様で中央の 2人、つまり号番目と阻＋

1番目に並んでいる住民の地点にモールを作ると費用は最小になる。そして人数を k(こ

l)と固定した提携はいくつもあるが、その中で C(S,ms)が最小になるためには、 Sのメ

ンバーの順番に飛びがあってはならないことは明らかである。こうして提携 {1}から始

まり、 2,3,4,・ ・ ・,nを加えて、提携 {1,2},{1, 2, 3}, ・ ・ ・,{1, 2, • ・ ・, n}を構成する。

例えば、 n=7の場合における各提携の総費用と住民一人当たりの平均費用を計算し

てみよう。

C({l}，'叫） ＝C,AC=C 

l+C 1 C 
C({l,2},m1or匹） ＝1 + C, AC = ~ =—+ -2 2. 2 

2+C 2 C 
C({l,2,3}，叩） ＝2 + C, AC= ~ =—+ -3 3. 3 

4+C _ C 
C({l,2,3,4},m2吋叫） ＝4+C, AC=――-＝ 1 + -

4 4 

6+C 6 C 
C({1, 2, 3, 4, 5}，叩） ＝6 + C, AC = -=-----;---=-=—+ -

5 5. 5 

9+C 3 C 
C({l,2,3,4,5,6},m30rm4) =9+C, AC=~= —+ -

6 2. 6 

12 + C 12 C 
C({1, 2, 3, 4, 5, 6, 7}, m4) = 12 + C, AC = -=-=--;;-=-=—+ -

7 7. 7 

このようにして、 {1,2, • ・ ・, k}にk+lが加わった時の 1人あたりの平均費用の変化

をみる。そして記号の簡素化のため、 K={l,2,・・・，k}とおき、 C(K,rrぼ）を計算する。

ただし mKはKの中で中央に位置する人である。以下では、 nが一般のケースで各提携

の総費用を計算し、 2つに分けて考察する。

4.3.1 K が奇数のとき (K~ 3) 

k-l 
このとき、---＋ 1番目の人が中央である。

2 
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I:1 k-1 
i-m叫＝ 1+2+ ・・・十一—

2 
ぃ＜与＋1

k -l k -l k -l k -1 
= (1 + ~) + (2 +― -1)＋・・・＋ （一—+ +1) 

2 2 4 4 

k + l k -l k2 -1 
=-X-=  

2 4 8 

同様にして、

LI 
k + l.. k -l k2 -1 

i-m叫＝ X -一＝
2 4 8 

i>与＋1

故に、

L Ii k + l.. k -l k2 -1 
i-m幻＝ 2X――X--＝

2 4 4 
iEK 
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よって、提携 Kの総費用は、

k2 -1 
C(K, mK) = ~ + C 

4 
(4.5) 

4.3.2 K が偶数のとき（K~ 4) 

圃

l II I 111 
『

,
1ー一
n
l
l
L
.

鼻

贔

一

9
,
1
-
n
’
ーい・

111 

t-1 9,It1 

図4.3 kが偶数のとき

k. k 
中央に位置する人は、ーと—+ 1の2人。2 -2 

k 
どちらでもよいが、モールをーの位置につくることを考える。

2 

k 
一番右にいる kを外して k-l人のケースで考え、このとき k-lは奇数であり、中央の人はー。

2 

2 

この時の費用は、 4.3.1の計算より
(K 1) 1 

4 
+c 

これに Kが加わった場合が求める費用 C(K,mいであるので、

よって、提携 Kの総費用は、

(k -l) 2 -1'r,'I  L k ¥ k2 
C(K, mK) = ~ + C + (k -;;-) =— +C (4.6) 4...'2'4  



4.3.3 平均費用の増減

K→k+lのときの平均費用の増減を調べる。

Kが偶数のとき

(k+1)2-1 
C(K U {k + 1}, mK+i) = ~ + C 

4 

k2 
C(K,mK) =— +c 

4 

(k+1)2-1 

平均費用の増減＝ 4 
+c 号＋c

k + l k 

1 
Kが偶数のとき：平均費用の増減＝――- ---

k C 

K+ 1 (4 k) 
(4.7)において平均費用の増減＝ 0となる Kは＊6

k C 
ー＝ーより
4 k 

k=2Jc 

K C 
k > 2../cのとき、炉＞ 4Cより、―>ーであるので、

4 k 

k C ---＞。
4 k 

故に、 (4.7)より平均費用は増加する。

k C 
kく 2凶デのとき：炉<4Cより、―＜ーであるので、

4 k 

k C 
---＜ o 
4 k 

故に、 (4.7)より平均費用は減少する。

*6 Kは自然数と仮定しているので (4.7)，または (4.8)を満たす自然数 Kが存在するとは限らない。
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Kが奇数のとき

(k + 1)2 
C(Ku {k+ 1},mK+1) = ~ +c 

4 

炉ー 1
C(K,mK)＝―+c 

4 

平均費用の増減＝ 4 
位＋C 旦:l+c

4 

k+l k 

Kが奇数のとき：平均費用の増減＝
1 

4k(k + 1) 
{(k+1)2-4C} (4.8) 

(4.8)において平均費用の増減＝ 0となる Kは、

(k + 1)2 = 4Cより

k = 2./c —1 

k > 2v'cー 1のとき、 k+1>20ラょり、 (k+1)2> 4C 

(k + 1)2 -4C > O 

故に、 (4.8)より平均費用は増加する。

k く 2v'C — 1 のとき、 k+l く 2v'Cより、 (k + 1)2く4C

(k + 1)2 -4C < O 

故に、 (4.8)より平均費用は減少する。

以上の結果を纏めたものが表4.1である。

よって、 Kが偶数、奇数に関係なく

kく 2./c-1のとき、平均費用は減少する。

2年＞ Kのとき、平均費用は増加する。

残るケースは、

54 



Kが偶数のとき kく 2✓r k=2而

平均費月の贈減 減少 一定

Kが奇数のとき kく2/c-1k=2/c-1 

平均費用の増減 減少 一定

表 4.1 k→k+lのとき平均費用の増減

2,/c -1 :::; k :::; 2,/c 

のときである。

k>2而

増加

k>2{c-1 

贈皿

このとき区別して論じるべき 2つのケースがある。以下では、表4.1を参照しながら考

えていく。

2淀が自然数でないケース

この場合、

2VC -1 :S k :S 2而

を満たす自然数 Kは1つしかなく、

2VC-1 < kく 2冷である。

Okが偶数のとき：

K→k+lになると表4.1より平均費用は減少し、 k+l→k+2になると平均費用が増加す

る。
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すると、平均費用が最小となるのは k+lのときである。

Okが奇数のとき：

K→k+lになると表 4.1より平均費用は増加する。 K-1→Kになると、

k-l く 2ぽ— 1 なので平均費用は減少する。

よって、平均費用が最小となるのは Kのときである。

2凶うが自然数のケース

平均費用の増減に関しては、図 4.4、図 4.5、図 4.6の3通りがありうる。

また、 2✓で― 1 :S k :S 2✓でだったので、 k = 2✓で― l、または k = 2✓でしかない。

したがって可能性は、 3通り X2=6通りがあることになる。この 6通りは Aから F

と記号し表 4.2に纏めている。

0k=2vC-1のとき

このとき Kは奇数なので、 K→k+ l での平均費用の増滅を見る。 (4.8) に k=2✓iラー 1

を代入すると、

1 
平均費用の増減＝

4k(k + 1) 
{(k + 1) 2 - 4C} = O 

したがって、 B、Cは起こらず、 Aのみが起こる。よって、このケースで平均費用が最小

になるのは、 K、k+ 1のときであるので、 k=2v<弓ー 1、k+ 1=2v<叉つまり図 4.4の

ケースが起こる。

0 k=2氾のとき

このとき Kは偶数なので、 k-1→Kの平均費用の増減を見る。 k-1は奇数なので、こ

の値は (4.8)において kを k-1とおき、これに k=20ラを代入すると、

平均費用の増減＝
1 

4(k -l)k 
(k2 -4C) = 0 

したがって、 E、Fは起こらず、 Dのみが起こる。つまり、図 4.4のケースが起こる。よっ

て、このケースで平均費用が最小になるのは、 k-1、Kのときである。故に、両者は同

じで k=2凶弓が自然数の場合は、 2✓で一 1 、 2✓での提携で平均費用は最小となる。
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AC  
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k
 

。
2迂ー 1 2✓で

図4.6 ケース 3:2✓で一 1 の方が 2✓でより平均費用が小さいケース

k=2/c-1 k=2{c 

ケース1 A D 

ケース2 8 E 

ケース3 C F 
表 4.2 k=2✓で一 1、 k=2✓でが自然数であるときの可能性

結論

定理 1

(1) 2凶戸が自然数でないケース

2..;'cー l<kく 2..;'cとなる唯一の自然数 Kに対して



Kが偶数のとき、 k+lで平均費用は最小となる。

Kが奇数のとき、 Kで平均費用は最小となる。

(2) 2汲が自然数のケース

2凶ラー 1、2勾で平均費用は最小となる。

4.4 均衡

平均費用を最小とする提携、そのメンバーの並びには跳びがない状態が形成できれば、

均衡においてはそのような提携が 1つないし複数あるはずである。以下、いくつかのケー

スに分けて均衡での提携形成の様子を分析する。

A):nく 2汲？ー 1のとき、

定理 1より全員で 1つのモールを作るが、最適規模より小さい。このとき、モールの設置

位置は、

n、 'n、 n,
n が奇数のとき、—+ 1 であり、 n が偶数のとき、ーまたは— +1 となる。

2 2 2 

B):n=2汲ー 1のとき、

定理 1の(2)より全員で 1つのモールを作り、それは最適規模である。

C):2叩— l<n く 2vC のとき、

02凶ラが自然数でないケース

nが奇数のときは、全員で 1つのモールを作り、それは最適規模である。

nが偶数のときは、全員で 1つのモールを作るが、それは最適規模に 1人足りない状態で

ある。

02⑯が自然数であるケース。これはあり得ない。

D):n = 20うのとき、
02』ラが自然数でないケースは起こりえない。

02✓でが自然数であるケースは、 n- 1人が最適規模と n人が最適規模の 2つがあり得

る。後者は全員で 1つのモールを作る。前者は両端のどちらか 1人を除く提携が最適規

模となり、両端の除き方は 2通りあるので 2通りの均衡がある。

E):n > 20うのとき、
以上の考察より、複数の最適規模の提携が作られ、残る人数による提携は様々なケースが
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ある。

02凶うが自然数でないケース

2../C -1 < kく 2氾となる唯一の自然数 Kについて、

Kが偶数のときは、最適規模の提携は全て k+l人

Kが奇数のときは、最適規模の提携は全て K人

02汲うが自然数のケース

最適規模の提携は 2つのタイプがある。 2../C-1 人の提携と 2✓で人の提携がある。

4.5 おわりに

ここまで本稿は、直線上に居住するモデルを設定し、自主的に住民が出資し合ってモー

ルを建設する場合、どのような条件で住民が提携を形成するかについて、ゲーム理論の視

点から分析した。そして、 1つの提携になる場合、複数の提携となる場合についての均衡

条件を示した。この結果より、町の規模が小さいならば提携に入れず余りとなる住民が多

く、町の規模が大きくなると余りとなる住民は減少することが考えられる。つまり、人口

密度が低い過疎部は効率的な提携が形成されず、人口密度が高い都市部は効率的な提携が

形成される。一方で、過疎部は提携の数が少ないために費用も少なく、都市部は提携の数

が増えるために費用も多くなる。これら点から、過疎部ではモールの規模を拡大して、余

りとなった人々を提携に取り込むほうが良いと推測される。しかし、 Flath(1990)が店舗

増加の便益は、人口密度が高くなるとともに減少していくと報告している。これは利益追

求を目的とした供給側の立場で分析された結果であり、自主的に住民がモールを建設する

とした本稿との結果に違いが表れている。

また、本稿のモデルにおいて直線の中央付近にいる住民は、いくつもの提携の選択肢が

あるので、直線の両端付近にいる住民より意見が強くなることが考えられる。このため、

直線の両端付近にいる住民は、提携から外れる可能性が高くなる。つまり、都市部では提

携の選択肢が多いため意見が強く、過疎部では提携の選択肢が少ないため意見が弱いこと

が言える。もし、これを公平にしようとするなら、両端から意見を聴く必要がある。とこ

ろが、直線モデルを円周にして考えると、両端の住民は両隣の住民と提携を組むことが可

能となるため、彼らの選択肢が増える。したがって、本稿が導いた均衡の条件は、より公

平になることが推測される。よって、このような点を今後の課題としたい。
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第 5章

終論

日本では都市化や過疎化が進行し、この状況に少子高齢化の進行が加わったことによ

り、多くの地域に共通した問題を引き起こした。こうした問題の中から、 1)過疎地域にお

ける地域資源を活用した産業振興による地域活性化、 2)マンションの建替え問題、 3)買

い物弱者問題について、経済学的視点から解決策を考察した。

1)過疎地域における地域資源を活用した産業振興については、日本最南端の過疎地域

であり、増田 (2014)の中で 2040年に消滅する自治体とされた沖縄県竹富町をモデルにし

た。そして、この町の 2011年産業連関表を推計し地域経済構造を分析したうえで、産業

振興による地域活性化について考察した。その結果、町内産業の連関が弱いために町外へ

の流出が多くなることが明らかとなり、中村良平 (2014)の疲弊する地方経済の特徴に竹

富町は該当した。また地域産業振興については、自給率が高い農業→中間投入率が高い飲

食料品→影響力係数が大きい商業を連関させる 6次産業化との結論を得た。しかし、現在

は2013年に石垣新空港が開港し観光客数が 100万人を超え、運輸や対個人サービスの全

体にしめる割合が拡大していると推測される。よって、 2015年以降の新しいデータが公

表され次第、再検討することを今後の課題とする。

2)マンションの建替え問題については、マンション建替え決議の際に補償金の有無が

建替え決議の可否に与える影響に関して分析するため、新規購入者にも補償金を負担させ

て同時手番ゲームを行うモデルで分析し、ある一定の条件の下ではあるが、補償金の存在

は多数決による建替え決議の可否には影響を与えないことがわかった。この結果は、山

崎・瀬下・定之 (2013)が賛成者のみに補償金を負担させ、予想価値の低い区分所有者か

ら投票を行う逐次手番ゲームのナッシュ均衡、または部分ゲーム完全均衡を想定している

ものと考えられるため、彼らの結果とは異なった。多数決による建替えに対する影響につ

いては、補償金負担ルールでは本稿のほうが建替え決議が通りやすくなり、均衡概念に関

しては山崎・瀬下・定之 (2013)の方が通りやすくなるものと推察できるため、これらに

関する考察を今後の課題とする。

3)買い物弱者問題＊1について、本稿では自主的に住民が出資し合ってモールを建設す

*1この問題について、杉田 (2013)では様々な対策を紹介している。
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る場合を取り上げ、どのような条件で住民が提携を形成するかについて、ゲーム理論の視

点から分析した。このため、直線上に居住するモデルを設定し、 1つの提携になる場合、

複数の提携となる場合についての均衡条件を示した。この結果より、人口密度が低い過疎

部は効率的な提携が形成されず、人口密度が高い都市部は効率的な提携が形成されること

がわかった。したがって、過疎部は提携の数が少ないために費用も少なく、都市部は提携

の数が増えるために費用も多くなる。よって、過疎部ではモールの規模を拡大して、余り

となった人々を提携に取り込むほうが良いと推測される。また、都市部では提携の選択肢

が多いため意見が強く、過疎部では提携の選択肢が少ないため意見が弱くなるので、公平

にするためには両端から意見を聴く必要がある。ところが、直線モデルを円周にして考え

ると、両端の住民の選択肢が増え公平になることが推測されるため、このような点を今後

の課題とする

以上が、本稿の結論と今後の課題である。本稿が取り上げた問題は、少子高齢化が進行

したことにより、その当事者が増加したため表面化した。しかし、 1970年代に少子高齢

化は予測されていたことであり、経済成長の中で目先の利益を優先し、これらの問題に関

する対策が不十分であったのかもしれない。現在の日本経済について、藻谷 (2013)には

全体の不調ではなく、個々の問題ごとに根深い構造があり、それぞれ解きほぐして個別に

解決を図るしかないとある。今後、こうして深刻化した問題に一つひとつ取り組むこと

が、社会に求められると感じたテーマであった。
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